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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第42期
第２四半期
連結累計期間

第43期
第２四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 103,208 87,432 196,866

経常利益 (百万円) 9,454 5,531 19,072

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,111 3,742 12,641

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 9,006 5,594 9,336

純資産額 (百万円) 176,160 176,998 175,516

総資産額 (百万円) 284,884 286,408 288,333

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 47.52 29.16 98.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.3 61.2 60.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,881 12,198 16,504

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,458 △7,554 △10,863

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,754 △4,084 6,937

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 101,356 111,949 110,788

　
　

回次
第42期
第２四半期
連結会計期間

第43期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.59 18.89
　

(注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　
２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。

　 ３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間においては、欧州政府の債務問題が続く中で新興国の経済成長が鈍化し世

界経済の減速へと波及しました。海外では、米国経済は相対的に堅調に推移した一方、欧州経済は後退局

面に転じ、欧州が最大の輸出先となる中国、さらには他の新興国においても成長は鈍化しました。国内で

は、復興需要やエコカー補助金などにより内需を中心として回復基調で推移しましたが、海外経済の鈍化

を背景として輸出に弱い動きが見られました。

　当社グループでは、「グローバル展開」と「新規分野への展開」によるビジネス領域の拡大を成長戦略

として掲げ、事業を展開しています。とりわけ中期的な需要の拡大が見込まれる中国では、積極的に販売

網を拡充するとともに生産能力の増強を図ってきました。加えて、その他新興国においてもメキシコで新

たな工場の建設に着工するなど、将来の成長に向けた投資を積極的に行っています。また、震災を契機と

して拡大する免震・制震装置の需要を着実に取り込むべく積極的に拡販に努めるなど、新たな市場の開

拓により一層注力しています。当第２四半期累計期間においては、前半はスマートフォンやタブレットPC

などに関る投資に牽引されエレクトロニクス関連を中心として需要に回復の動きが見られる中、積極的

な拡販に努めました。しかしながら、夏場以降それらの需要が減少したことなどから、連結売上高は前年

同期に比べて157億７千５百万円（15.3％）減少し874億３千２百万円となりました。

　コスト面では、収益基盤の強化に向けた部門横断プロジェクト「P25プロジェクト」をはじめとした各

種改善活動が減益幅の抑制に寄与いたしましたが、売上高の減少幅が大きかったことなどにより、売上高

原価率は前年同期に比べて1.8ポイント上昇し73.0％となりました。

　販売費及び一般管理費は、各種費用の抑制や業務の効率化に努めたことに加え、売上高が減少したこと

などにより、前年同期に比べて９億７千４百万円（5.7％）減少し162億６千２百万円となりましたが、売

上高に対する比率は前年同期に比べて1.9ポイント上昇し18.6％となりました。

　これらの結果、営業利益は前年同期に比べて51億２千９百万円(41.2％)減少し73億３千１百万円とな

り、売上高営業利益率は3.7ポイント低下し8.4％となりました。

　営業外損益は、持分法による投資利益が１億２千６百万円となった一方、為替差損が21億５千７百万円

となったことなどにより、17億９千９百万円の損失となりました。

　これらの結果、経常利益は前年同期に比べて39億２千２百万円(41.5％)減少し55億３千１百万円、四半

期純利益は23億６千８百万円(38.8％)減少し37億４千２百万円となりました。
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　セグメントの業績は次のとおりであります。 

(日本) 

　日本では、前半は復興需要やエコカー補助金などにより内需を中心として回復基調で推移しましたが、

後半は海外経済の鈍化を背景として輸出に弱い動きが見られました。当社においては、前半はスマート

フォンやタブレットPCなどに関る投資に牽引されエレクトロニクス関連を中心として需要が緩やかな回

復基調で推移する中、積極的な営業活動を展開するとともに新規分野への開拓により一層注力しました。

しかしながら、夏場以降エレクトロニクス関連を中心として需要が減少したことなどから、売上高は前年

同期に比べて98億５百万円（14.9％）減少し560億３千８百万円となりました。また、収益基盤の強化に

向けた部門横断プロジェクト「P25プロジェクト」をはじめとした各種改善活動が減益幅の抑制に寄与

いたしましたが、売上高の減少幅が大きかったことなどにより、営業利益は前年同期に比べて48億７千１

百万円（45.9％）減少し57億４千１百万円となりました。

　

(米州)

　米州では、経済が堅調に推移する中、自動車生産が好調に推移し、設備投資は緩やかに増加しました。そ

のような中、製販一体となって既存顧客との取引拡大並びに新規分野の開拓に努めた結果、工作機械、一

般機械、輸送用機器向けなどにおいて売上高を増加させることができ、売上高は前年同期に比べて３億６

千８百万円（3.3％）増加し113億９千７百万円となりました。一方、営業利益は、為替が円高ドル安に進

行したことなどにより、前年同期に比べて１億８千６百万円（25.6％）減少し５億４千万円となりまし

た。

　

(欧州)

　欧州では、政府の債務問題の影響により経済が後退局面に転じる中、アジア経済の成長の鈍化を背景と

してこれまで需要を牽引していた機械メーカーのアジア向けの輸出も減少しました。そのような中、当社

においては製販一体となって既存顧客の取引拡大並びに新規分野を開拓すべく積極的な営業活動を展開

しましたが、既存顧客向けの需要が減少したことなどにより、売上高は前年同期に比べて20億９千８百万

円（20.2％）減少し83億１千２百万円となりました。しかしながら、売上高の減少に加え為替が円高ユー

ロ安に進行する中、生産性の向上を図るとともに各種費用の抑制に努めたことなどにより、営業利益は前

年同期に比べて３億８千４百万円増加し３千万円となりました。

　

(中国)

　中国では、昨年の夏場以降、金融引き締めの影響などにより主力の工作機械向けを中心として需要に弱

い動きが見られましたが、スマートフォンやタブレットPCなどに関る投資に牽引され、春先以降小型の工

作機械向けなど一部の需要に改善の動きが見られました。そのような中、これまで強化してきた販売網を

活かし積極的な営業活動を展開しましたが、小型の工作機械向けを除き全般的に需要が低調に推移した

ことなどから、売上高は前年同期に比べて23億７百万円（26.3％）減少し64億６千９百万円となりまし

た。営業利益は、売上高の減少に加えて、将来の成長に向けた積極的な投資などの結果、前年同期に比べて

14億３千３百万円（82.8％）減少し２億９千７百万円となりました。

　

(その他)

　その他では、台湾やインド、並びにASEAN各国などにおいて、エレクトロニクス向けに加えて小型の工作

機械向けなど一部の需要に改善の動きが見られました。そのような中、既存顧客との取引拡大並びに新規

顧客を開拓すべく積極的な営業活動を展開しましたが、好調だった前年同期に比べて売上高は19億３千

２百万円（27.0％）減少し52億１千４百万円となりました。営業利益は、為替が円高に進行したことなど

により、前年同期に比べて１億８千６百万円（56.3％）減少し１億４千４百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、現金及び預金が11億６千万円、機械装置及び運搬具（純額）が７億２千万円増加しました

が、受取手形及び売掛金が31億２千６百万円、投資有価証券が４億９千６百万円減少したことなどによ

り、前連結会計年度末に比べ19億２千４百万円減少の2,864億８百万円となりました。

　負債は、支払手形及び買掛金が14億８千万円、未払法人税等が８億３千５百万円減少したことなどによ

り、前連結会計年度末に比べ34億６百万円減少の1,094億１千万円となりました。

　純資産は、利益剰余金が23億２千７百万円、為替換算調整勘定が22億３千２百万円増加しましたが、自己

株式の取得に伴い25億６千４百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ14億８千１百万

円増加の1,769億９千８百万円となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純利益55億４千８百万円、減価償却費46億９千２百万円、売上債権の減少32億７千

２百万円、仕入債務の減少15億４千４百万円、法人税等の支払額19億８千２百万円などにより、121億９千

８百万円のキャッシュ・イン（前年同期は58億８千１百万円のキャッシュ・イン）となりました。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出73億３千９百万円などにより、75億５千４百万円のキャッシュ・アウト（前

年同期は34億５千８百万円のキャッシュ・アウト）となりました。

 

財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払額14億１千７百万円、自己株式の取得による支出25億６千４百万円などにより、40億８千

４百万円のキャッシュ・アウト（前年同期は17億５千４百万円のキャッシュ・アウト）となりました。

 

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末

に比べ11億６千万円増加し1,119億４千９百万円（前年同期は1,013億５千６百万円）となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21億４千６百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 465,877,700

計 465,877,700

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 133,856,903133,856,903
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 133,856,903133,856,903― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成24年９月30日 ― 133,856,903 ― 34,606 ― 47,471
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,315 6.21

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー
常任代理人
香港上海銀行東京支店

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
東京都中央区日本橋三丁目11番１号

8,136 6.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,105 5.30

エフテイシー株式会社 東京都世田谷区東玉川二丁目34番８号 4,274 3.19

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,116 3.07

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505224
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
東京都中央区月島四丁目16番13号

3,686 2.75

寺町　彰博             東京都世田谷区 3,645 2.72

メロンバンクエヌエーアズエー
ジェントフォーイッツクライア
ントメロンオムニバスユーエス
ペンション
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
東京都中央区月島四丁目16番13号

2,943 2.19

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505225
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
東京都中央区月島四丁目16番13号

2,437 1.82

クレディ・スイス・セキュリ
ティーズ（ユーエスエー）エル
エルシーエスピーシーエル．
フォーイーエックスシーエル．
ビーイーエヌ
常任代理人
クレディ・スイス証券株式会社

ELEVEN MADISON AVENUE NEW YORK NY
10010-3629 USA
東京都港区六本木一丁目６番１号
泉ガーデンタワー

2,173 1.62

計 ― 46,832 34.98

(注)１ 上記のほか、当社が保有している自己株式7,255千株（5.42％）があります。

２ エフテイシー株式会社は、当社代表取締役社長寺町彰博が全株式を保有する株式会社であります。
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３ 平成24年７月18日付でファースト・イーグル・インベストメント・マネジメント・エルエルシーより変更報

告書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日平成24年７月13日）、当社として当第２四半期

会計期間末における実質保有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　 なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ファースト・イーグル・インベ
ストメント・マネジメント・エ
ルエルシー(First Eagle
Investment Management, LLC)

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク
市アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ1345
(1345 Avenue of the Americas, New York,
NY 10105-4300 U.S.A.)

8,516 6.36

　

４ 平成24年９月24日付で野村證券株式会社より変更報告書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務

発生日平成24年９月14日）、当社として当第２四半期会計期間末における実質保有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

　 なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 387 0.29

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

△104 △0.08

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 9,286 6.94
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

7,255,900
(相互保有株式)
普通株式

22,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

126,470,200
1,264,702 同上

単元未満株式
普通株式　 　　　

108,303
― 同上

発行済株式総数 133,856,903― ―

総株主の議決権 ― 1,264,702 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株(議決権５個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
THK株式会社

東京都品川区西五反田
三丁目11番６号

7,255,900 ― 7,255,9005.42

(相互保有株式)
三益THK株式会社

大韓民国テグ市 10,000 ― 10,000 0.01

(相互保有株式)
株式会社三興製作所

東京都青梅市畑中
三丁目620

12,500 ― 12,500 0.01

計 ― 7,278,400 ― 7,278,4005.44

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 110,788 111,949

受取手形及び売掛金 ※
 53,034

※
 49,908

商品及び製品 10,411 9,955

仕掛品 4,858 4,426

原材料及び貯蔵品 10,965 10,933

その他 8,739 6,813

貸倒引当金 △145 △130

流動資産合計 198,652 193,855

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,395 23,552

機械装置及び運搬具（純額） 34,052 34,772

その他（純額） 22,164 23,779

有形固定資産合計 79,612 82,104

無形固定資産

のれん 1,413 1,266

その他 1,193 1,188

無形固定資産合計 2,606 2,454

投資その他の資産

投資有価証券 4,841 4,344

その他 2,699 3,721

貸倒引当金 △77 △71

投資その他の資産合計 7,462 7,993

固定資産合計 89,680 92,552

資産合計 288,333 286,408
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 27,661 26,181

短期借入金 117 83

未払法人税等 2,151 1,316

賞与引当金 3,122 3,062

その他 11,488 10,544

流動負債合計 44,542 41,187

固定負債

社債 40,000 40,000

長期借入金 20,000 20,000

退職給付引当金 2,982 2,973

役員退職慰労引当金 114 99

製品保証引当金 109 131

その他 5,068 5,018

固定負債合計 68,274 68,222

負債合計 112,816 109,410

純資産の部

株主資本

資本金 34,606 34,606

資本剰余金 44,584 44,584

利益剰余金 121,161 123,489

自己株式 △11,362 △13,926

株主資本合計 188,990 188,753

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 777 329

為替換算調整勘定 △15,903 △13,671

その他の包括利益累計額合計 △15,126 △13,341

少数株主持分 1,652 1,585

純資産合計 175,516 176,998

負債純資産合計 288,333 286,408
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 103,208 87,432

売上原価 73,509 63,838

売上総利益 29,698 23,594

販売費及び一般管理費 ※
 17,237

※
 16,262

営業利益 12,461 7,331

営業外収益

受取利息 172 183

持分法による投資利益 535 126

その他 475 570

営業外収益合計 1,183 880

営業外費用

支払利息 304 355

為替差損 3,727 2,157

その他 158 166

営業外費用合計 4,190 2,679

経常利益 9,454 5,531

特別利益

固定資産売却益 7 17

補助金収入 21 19

特別利益合計 29 37

特別損失

固定資産除売却損 56 19

投資有価証券評価損 13 1

退職給付制度改定損 323 －

その他 85 0

特別損失合計 479 20

税金等調整前四半期純利益 9,004 5,548

法人税、住民税及び事業税 2,251 1,375

法人税等調整額 478 389

法人税等合計 2,730 1,764

少数株主損益調整前四半期純利益 6,273 3,783

少数株主利益 162 41

四半期純利益 6,111 3,742
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,273 3,783

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △248 △449

為替換算調整勘定 2,833 2,203

持分法適用会社に対する持分相当額 147 56

その他の包括利益合計 2,732 1,810

四半期包括利益 9,006 5,594

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,608 5,526

少数株主に係る四半期包括利益 397 67
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,004 5,548

減価償却費 5,116 4,692

固定資産除売却損益（△は益） 48 1

引当金の増減額（△は減少） △1,643 △83

受取利息及び受取配当金 △208 △216

支払利息 304 355

為替差損益（△は益） 2,265 △109

持分法による投資損益（△は益） △535 △126

投資有価証券評価損益（△は益） 13 1

のれん償却額 127 268

売上債権の増減額（△は増加） △3,372 3,272

たな卸資産の増減額（△は増加） 114 1,024

仕入債務の増減額（△は減少） 1,691 △1,544

その他 △1,029 1,086

小計 11,897 14,171

利息及び配当金の受取額 207 365

利息の支払額 △303 △356

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,920 △1,982

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,881 12,198

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △6,435 △7,339

固定資産の売却による収入 26 67

事業譲受による支出 △269 －

投資有価証券の取得による支出 △8 △8

保険積立金の解約による収入 3,354 －

貸付けによる支出 △1 △36

貸付金の回収による収入 30 1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△147 －

子会社株式取得による少数株主への支出 － △240

その他 △6 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,458 △7,554

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,031 △1,417

少数株主への配当金の支払額 △643 －

自己株式の取得による支出 △1 △2,564

リース債務の返済による支出 △77 △102

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,754 △4,084

現金及び現金同等物に係る換算差額 314 601

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 982 1,160

現金及び現金同等物の期首残高 100,104 110,788

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 270 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 101,356

※
 111,949
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【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

(会計方針の変更)

有形固定資産の減価償却方法の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ15百万円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

(税金費用の計算)

一部の連結子会社については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結して

おります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

特定融資枠契約の貸付極度額 15,000百万円 15,000百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円
　

差引額 15,000百万円 15,000百万円

　

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 2,006百万円 1,703百万円

支払手形 26百万円 ―百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

荷造運搬費 1,881百万円 1,632百万円

広告宣伝費 386  〃 387  〃

給料及び手当 4,933  〃 4,669  〃

賞与引当金繰入額 1,017  〃 964  〃

退職給付費用 196  〃 270  〃

賃借料 871  〃 840  〃

減価償却費 502  〃 416  〃

研究開発費 1,842  〃 1,925  〃

のれん償却額 127  〃 268  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 101,356百万円 111,949百万円

現金及び現金同等物 101,356百万円 111,949百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月18日
定時株主総会

普通株式 1,028 8 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月11日
取締役会

普通株式 1,157 9 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月16日
定時株主総会

普通株式 1,414 11平成24年３月31日 平成24年６月18日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月13日
取締役会

普通株式 1,139 9 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 米州 欧州 中国 その他 合計
調整額
(注)３

四半期連結損
益計算書計上
額（注）４

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 65,84411,02810,4118,7777,146103,208 ― 103,208

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

23,597114 8 1,686 69 25,476(25,476) ―

計 89,44111,14310,41910,4647,216128,685(25,476)103,208

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

10,613727 △354 1,730 33013,048(587)12,461

(注)　１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

      ２　日本、中国以外の各区分に属する主な国又は地域

          (１) 米州…………米国等

　　(２) 欧州…………独国、英国、蘭国等

　　(３) その他………台湾、シンガポール等

 　　 ３　セグメント利益（損失）の調整額は、全額セグメント間取引消去であります。

 　　 ４　セグメント利益（損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 米州 欧州 中国 その他 合計
調整額
(注)３

四半期連結損
益計算書計上
額（注）４

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 56,03811,3978,3126,4695,21487,432 ― 87,432

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

16,924 12 5 2,403 15619,502(19,502) ―

計 72,96311,4098,3188,8735,370106,935(19,502)87,432

セグメント利益 5,741 540 30 297 144 6,754 576 7,331

(注)　１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

      ２　日本、中国以外の各区分に属する主な国又は地域

          (１) 米州…………米国等

　　(２) 欧州…………独国、英国、蘭国等

　　(３) その他………台湾、シンガポール等

 　　 ３　セグメント利益の調整額は、全額セグメント間取引消去であります。

 　　 ４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

(有形固定資産の減価償却方法の変更）

　「会計方針の変更等」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成24年度の法人税法の改正に伴

い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ15百万円増加しております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 47円 52銭 29円 16銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 6,111 3,742

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 6,111 3,742

    普通株式の期中平均株式数(株) 128,599,270 128,335,562

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成24年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ） 中間配当による配当金の総額………………… 1,139百万円

　　（ロ） １株当たりの金額……………………………… ９円00銭

　　（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成24年12月10日

　　（注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。　　　　　　　　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月14日

ＴＨＫ株式会社

取　締　役　会　　御中

　
　　　　　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　芳　幸　　　印

　
指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　田　尻　慶　太　　　印

　
指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　秋　田　秀　樹　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＨ

Ｋ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

24年７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四

半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ

とが含まれる。

　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＨＫ株式会社及び連結子会社の平成24年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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